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消防広域化基本計画の見直しについて

消防は、複雑多様化、高度化する消防需要に対応し、全国いずれの地域においても、住

民の期待と信頼に応えられる高度なサービスを提供していくことを求められており、このため、

消防の組織、施設、装備等の充実強化を図っていく必要があります。しかしながら、一般に

小規模な消防本部の場合、高度な消防サービスを提供するうえで問題を有している場合が

多い状況にあります。

そこで、消防庁としては、小規模消防本部の広域再編を進めるため、既に、｢消防広域化

基本計画の策定について」(平成６年９月２０日付け消防消第１３５号各都道府県知事あて消

防庁長官通知。以下「旧通知」という。）を通知し、都道府県においては、これを踏まえて消

防広域化基本計画を策定することを要請してきたところです。これまで、小規模消防本部の

広域再編については一定の成果があげられてきているところですが、現下の消防体制にお

いては、依然として小規模消防本部が多数を占めており、その広域再編を進めることにより

消防の対応力強化を図っていくことは、引き続き、重要な課題となっています。

ところで、これまで、小規模消防本部の広域再編については、多くの場合、事務委託、一

部事務組合又は広域連合の広域行政制度が活用されてきました。しかしながら、これらの広

域行政制度については、一般的に責任の明確性、意思決定の迅速性、人材確保等の観点

から問題もあり、市町村合併により意思決定及び事業実施の主体を単一化することがより効

果的であると考えられています。小規模消防本部の広域再編についても、これらの点のほか、

広域行政制度を採用した場合には、消防と防災を担当する組織が異なることとなるなどの問

題が生じる可能性もあり、最も効果的な方法は市町村合併によることであると考えられます。

市町村合併については、｢市町村の合併の推進についての指針の策定について」（平成１１

年８月６日付け自治振第９５号各都道府県あて自治事務次官通知）を参酌して、各都道府県



において｢市町村の合併の推進についての要綱｣が策定され、さらに要綱作成後の取組に

ついて｢｢『市町村の合併の推進についての要綱』を踏まえた今後の取組(指針)｣につい

て｣（平成１３年３月１９日付け総行市第４０号各都道府県知事あて総務事務次官通知）が通

知されるなど、その推進が図られているところです。今後の小規模消防本部の広域再編を進

めるに当たっては、このような市町村合併の推進との整合性を確保していく必要があります。

以上のような観点から、各都道府県においては、消防広域化基本計画について所要の見

直しを行うことが必要でありますので、別添のとおり、消防広域化基本計画の見直しに関す

る指針を策定いたしました。

各都道府県におかれては、旧通知によりお示しした消防広域化基本計画策定指針及び

この指針の内容を了知され、消防広域化基本計画を見直すとともに、小規模消防本部の広

域再編の推進に一層取り組んでいかれるよう要請します。

なお、この趣旨及び別添指針について、貴都道府県の関係機関及び市町村に対しても

併せて周知されるようお願いいたします。














